
都筑区あゆみが丘９番(市有地)の活用に係る
地区計画の変更に関する説明会

―『Green×Housing プロジェクト』始動 ―

• 令和７年３月１・４日

• 建築局住宅政策課

• 財政局ファシリティマネジメント推進課

• 都筑区区政推進課



１ 本日の説明会の趣旨

２ 土地の概要

３ これまでの経緯

４ 事業の概要

５ 地区計画の変更について

６ 地区計画変更に関する地権者意向調査

（12/12-1/14）の結果

７ 今後のスケジュール
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１ 本日の説明会の趣旨
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○当該市有地（あゆみが丘９番）については、あゆみが丘地域の
活性化や持続可能な地域の発展のために、本市が土地を所有
したまま、有効活用することを目指しています。
あわせて、あゆみが丘町内会館建設へのご要望にもお応えした
いと考えています。

○あゆみが丘地区及び周辺にお住まいの皆様に、当該地の土地利
用の考え方や具体的なイメージ及び地区計画の変更案、あゆみ
が丘地区の地権者を対象とした意向調査の結果をお示しいたし
ます。

○なお、地権者の皆様におかれましては、12月に実施したご説
明を振り返る内容が多くなっております。
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所在：都筑区あゆみが丘９番（面積：5,969㎡）

【都市計画の制限】
○用途地域：第一種低層住居専用地域（建蔽率：50％、容積率：80％）
○高度地区：第一種高度地区（絶対高さ：10ｍ、北側斜線：(５＋0.6Ｌ)ｍ）
○敷地面積の最低限度：125㎡
○地区計画：都筑関耕地地区地区計画

２ 土地の概要
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３ これまでの経緯

○平成30年 特別養護老人ホームの整備を計画

→地域の皆様からのご意見等を踏まえ､計画を見直すこととなりました

○将来の人口減少等を見通したうえで、公共施設をダウンサイジング
（規模の効率化）していく本市の計画に加え、令和４年には、市の
全ての部署に対し、当該地での公共的利用の意向を確認しましたが、
公共的利用の計画はありませんでした

○令和５年には､民間事業者へサウンディング型市場調査を行い､用途制
限の緩和があった場合の戸建住宅等による活用需要を確認しました

都筑関耕地地区 地区計画決定 平成８年

土地取得（あゆみが丘９番） 平成12年

公益用地として取得

土
地
活
用
の
検
討

未利用の状態が続いています

公共・公益的施設の利用のみを促していくのは難しいことから、民間事業者
による土地活用のアイデアを踏まえつつ、都市・地域課題の解決に資する土
地活用も含め検討し、市の施策で活用することとしました 4／35



【横浜市の持続的な発展に向けた財政ビジョン（令和4年6月）】（中長期の財政方針）
■「資産経営」（基本方針の一つ）
都市経営としての資産の総合的なマネジメント（ファシリティマネジメント）の推進
都市経営の観点から、本市保有の土地・建物を経営資源として総合的に捉え、「資産
の戦略的利活用による価値の最大化」等を推進

【横浜市資産活用基本方針（令和4年12月）】（「資産経営」を推進するための指針）
■第２章資産活用を取り巻く環境
３ 課題認識と対応の方向性

(1)資産の適正化
保有土地の適正管理を徹底する中で、未利用・用途廃止等の活用可能な資

産・公共施設について、全体像を継続的に明らかにするとともに、長期的な数
値目標と計画のもとで、戦略的に適正化の取組を推進します。

≪適正化の定義≫
「適正化」とは、資産の特性に応じて役割・位置づけを明確にした上で、市民の理解を
得ながら、価値が最大化されるよう利活用（売却・貸付を含む。）することです。
利活用にあたっては、取得や利用の経緯、地域の状況等を踏まえつつ、社会の変化に対
応して、これまでにない柔軟な発想や公民連携の視点を持ち、地域の魅力向上や地域課題
の解決といった新しい価値の創出、財源確保等につなげます。
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４ 事業の概要 ～横浜市における上位方針①～
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【横浜市地球温暖化対策実行計画（令和５年１月）】
（温室効果ガスの排出削減に向けた取組を定めるもの）

第４章 対策
４ 重点取組
(６) 《重点取組４》 脱炭素ライフスタイルの浸透 ①住宅の省エネ性能向上

本市では、国が推奨するZEH 
基準を上回る「省エネ性能のより
⾼い住宅」の普及促進を図ること
で、市域における家庭部⾨の温室
効果ガスの排出抑制をより⼀層
進める必要があります。

≪取組の⽅向性≫
・健康・快適、経済性、防災性等のメリットを市⺠に分かりやすく伝え、
あらゆる住宅の断熱化・省エネ化の促進及び再エネの導⼊を進めます。

・市内の設計・施⼯者の技術⼒向上の⽀援により、市内経済の活性化に
つなげます。

４ 事業の概要 ～横浜市における上位方針②～
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【横浜市住生活マスタープラン（令和４年10月）】（住宅部門の基本計画）
第3章 目標に基づく具体的な施策展開
【目標5】 脱炭素社会の実現に向けた良質な

住宅ストックの形成

≪施策展開の方向性≫
2050年カーボンニュートラルの実現に向け、

新築／既存、戸建／共同、持家／借家を問わず、
あらゆる住宅の断熱化・省エネ化を促進すると
ともに、再生可能エネルギーの導入を促進します。
このような住宅は、健康・快適、経済性、防災性も兼ね備えていること

から、そのメリットを市民に分かりやすく伝えることにより、普及を促進
します。

４ 事業の概要 ～横浜市における上位方針③～

【参考】MINA GARDEN 十日市場
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【あゆみが丘地区】

男女

４ 事業の概要 ～あゆみが丘地区の現状～

【出典】令和２年度国勢調査 人口等基本集計

○25～44歳の子育て世代、0～14歳の子世代が少ない傾向です。
○子育て世代の流入を促進し、地域活動の担い手を確保する必要があります。

子育て世代

子世代
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４ 事業の概要 ～あゆみが丘地区の現状～

○地区内の一部に土砂災害警戒区域（イエローゾーン）があります。

拡大

土砂災害警戒区域（イエローゾーン）



４ 事業の概要～考え方～

地域の価値の向上
・脱炭素先行街区のPRにより
注目を集め、人口流入促進
・良好なコミュニティが
さらなる魅力アップに

持続可能なまち
・省エネ・再エネ住宅により

CO２を削減し地球環境保全
・多世代が住まい、循環し、
いつまでも活気のあるまち

安全で安心な暮らし
・太陽光＋蓄電池により、
地域の防災力を向上
・未利用の土地を解消し、
地域の防犯性を向上

“Zero Carbon Yokohama”の実現 ～あゆみが丘から全市へ展開～コンセプト１

子育て世代の流入促進・多世代共生のコミュニティ形成・防災力強化コンセプト２
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現在お住まいの地域の皆様も新たな住民も

共に交流ができるスペースの創出
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あゆみが丘も今後高齢化が進み、

地域の担い手不足が課題となる。

子育て世代を呼び込み地域活性化へ。

現在お住まいの地域の皆様と新たな住民との交流により

「顔の見える関係」となり、「地域の担い手」へつながる。

地域の共用広場を軸にした交流の場を創出

４ 事業の概要～コンセプト２の補足～



４ 事業の概要 ～土地利用イメージ～

広場
・眺望を望む共用空間の確保
・地域の多世代交流の促進や
地域の防災力の向上に資する広場を整備

町内会館
・丘の上の広場と一体的な利用
・町内会館の脱炭素化や
防災機能の強化

造成・植栽計画
・既存の地形を生かしつつ、
緑地等オープンスペースの確保

・土砂災害警戒区域(イエローゾーン)の解消

一体的利用

CGパース等、計画はイメージです。
町内会館については、町内会により設計・施工を行っていただきます。

最高レベルの
省エネ住宅

※イメージ
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８街区

10街区



４ 事業の概要 ～最高レベルの省エネ住宅（イメージ）～

最高レベルの
省エネ住宅

○計画棟数
20棟（うち、１棟は体験棟等）

○定期借地権(50年以上)付戸建分譲住宅
（土地は横浜市が引き続き所有）
※事業敷地を一括して事業者へ貸付、
事業者が住宅を建設・販売。

※入居者の方には、省エネルギー効果等の
検証に協力いただきます。

○住宅性能
◇高断熱・高気密
（健康・快適でエネルギー消費の少ない住宅）

◇太陽光発電設備、蓄電池 等

○街区単位の取組についても検討中
例）エネルギー融通、グリーンインフラ 等

CGパース等、計画はイメージです。

〇モデルとして省エネ住宅の
メリット等を全市に発信
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４ 事業の概要 ～眺望を望む地域の共用広場（イメージ）～

〇高台からの眺望を確保し、地域の価値の向上
〇菜園を活用し、地域の多世代交流の推進
〇防災施設を備え、地域の防災力の向上

例）防災パーゴラ
（災害時にテントをかけて救護施設など
に使用することができるパーゴラ）

例）菜園

CGパース等、計画はイメージです。

広場
・眺望を望む共用空間の確保
・地域の多世代交流の促進や
地域の防災力の向上に資する広場を整備
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４ 事業の概要
～遊休化した芝地から、樹木の茂る緑豊かな空間へ（イメージ）～

造成・植栽計画
・既存の地形を生かしつつ、
緑地等オープンスペースの確保

「MINA GARDEN 十日市場」の事例

〇潤いのある“憩いの
空間“の確保

〇地域の魅力の向上

CGパース等、計画はイメージです。
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４ 事業の概要 ～アクセスしやすく開かれた町内会館（イメージ）～

〇新旧住民を含めたコミュニティ形成や
利便性の確保

〇災害等による停電時への対応

例）車のアクセスを可能に
（事業採算性の確保が重要となるが、
地域交通の発着場や移動販売車の
停留場所としての活用も視野に）

町内会館 ※イメージ

イメージ

例）EV充電設備
の設置（防災）

町内会館
・丘の上の広場と一体的な利用
・町内会館の脱炭素化や
防災機能の強化

CGパース等、計画はイメージです。
町内会館については、町内会により設計・施工を行っていただきます。

※イメージ
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４ 事業の概要 ～安全性の向上、圧迫感の軽減（イメージ）～

造成・植栽計画
・土砂災害警戒区域(イエローゾーン)

の解消

〇宅地の安全性の向上
※土砂災害警戒区域解除に向けて神奈川県と協議します。

〇圧迫感の軽減

地盤を切り下げ
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○地区の特性に応じて、建築物の用途、建ぺい率・容積率、高さなどの
制限や、道路、公園などについて、きめ細かく定める「地区レベルの
都市計画」です。

○既に定められている建築

基準法や都市計画の制限

に対し、新しいルールを

追加し、定めたルールは

その地区計画の区域内

のみに適用します。

５ 地区計画の変更案について ～地区計画とは～

【参考】一般的な地区計画のイメージ
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５ 地区計画の変更案について ～地区計画とは～

C地区

今回想定しているコンセプトを実現するためには、
C地区の地区計画を変更する必要があります。

○今回の対象地は「都筑関耕地地区地区計画」の『C地区』に該当しています。

C地区は、建築できる用途が公益上必要な施設
等に限定され、敷地面積の最低限度が6,000㎡と
定められていることから、今回想定しているコン
セプトの実現が難しい状況です。

『C地区』の制限
【用途の制限】
学校、図書館、老人ホーム 等
（公益上必要な施設等）

【敷地面積の最低限度】
6,000㎡以上

【壁面の位置の制限】
前面道路…３ｍ以上
隣地境界線…１ｍ以上
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・土地利用の方針

・建築物等の整備の方針

・地区施設の整備の方針

・緑化の方針

○ 地区計画の目標

○ 区域の整備、開発及び保全に関する方針

・地区施設の配置及び規模

・建築物等に関する事項

○ 地区整備計画
・用途の制限
・敷地面積の最低限度
・壁面の位置の制限
・形態意匠の制限
・垣さくの構造制限

５ 地区計画の変更案について
～あゆみが丘地区で定められている項目～

赤字…変更する項目
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５ 地区計画の変更案について ～地区計画の目標～

本地区計画は、土地区画整理事業によって整
備された道路、公園等都市基盤施設の機能の維
持・保全を図り、適正な土地利用と建築物の整
備を誘導し、良好な環境の市街地を形成し、そ
の保全を図ることを目標とする。

現 行

変更なし

21／35



周辺住宅地の環境に配慮しながら、近隣住民
の利用を主とする公益的施設の立地を図る。

５ 地区計画の変更案について ～土地利用の方針～

脱炭素社会の実現に向けて、脱炭素化のモデ
ルとなる先導的な低層住宅地の形成及び地区内
のコミュニティ形成に寄与する施設の立地を図
る。

現 行

変更案
C地区

.

【A-1地区(隣接地区)】

戸建住宅を主体とした
住宅地の形成を図る。
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C地区

次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、
建築してはならない。※建築できるもの
１ 学校、図書館その他これらに類するもの
２ 老人ホーム、保育所、身体障害者福祉

ホームその他これらに類するもの
３ 診療所
４ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに

類する公益上必要な建築物
５ 前各号の建築物に附属するもの

５ 地区計画の変更案について ～建築物の用途の制限～

次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、
建築してはならない。※建築できるもの
１ 住宅（住戸の数が３以上の長屋を除く）
２ 共同住宅（住戸の数が３以上のものを除

く）、寄宿舎又は下宿
３ 学校、図書館その他これらに類するもの
４ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに

類する公益上必要な建築物
５ 前各号の建築物に附属するもの

現 行

変更案

【A-1地区(隣接地区)】
１ 住宅
２ 共同住宅
３ 学校、図書館その他これらに類するもの
４ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに

類する公益上必要な建築物
５ 前各号の建築物に附属するもの

※【A-1地区(隣接地区)】に概ね同じ制限 23／35



変更案C地区

建築物の敷地面積は、6,000㎡以上とする。
ただし．次のいずれかに該当する土地について
は、この限りでない。
１ 公衆便所、巡査派出所その他これらに

類する公益上必要な建築物の敷地として
使用する土地

２ 図書館、管理事務所その他これらに類する
居住者の共同の利便に供する建築物の敷地
として使用する土地

５ 地区計画の変更案について～建築物の敷地面積の最低限度～

建築物の敷地面積は、150㎡以上とする。
ただし．次のいずれかに該当する土地について
は、この限りでない。
１ 公衆便所、巡査派出所その他これらに

類する公益上必要な建築物の敷地として
使用する土地

２ 図書館、管理事務所その他これらに類する
居住者の共同の利便に供する建築物の敷地
として使用する土地

現 行

変更案

【A-1地区(隣接地区)】
建築物の敷地面積は、150㎡
以上かつ住戸数に65㎡を乗
じた面積以上とする。
（ただし書きあり）

※【A-1地区(隣接地区)】に概ね同じ制限 24／35



変更案
C地区

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から前
面道路の境界線までの距離は３ｍ以上、隣地境
界線までの距離は１ｍ以上とする。

５ 地区計画の変更案について ～壁面の位置の制限～

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から前
面道路の境界線までの距離は１ｍ以上とし、隣
地境界線までの距離は0.6ｍ以上とする。ただ
し、この距離の限度に満たない距離にある建築
物又は建築物の部分が次のいずれかに該当する
ものについては、この限りでない。
１ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの

合計が３ｍ以下であるもの
２ 物置その他これに類する用途(自動車車庫

を除く。)に供し、軒の高さが2.3ｍ以下で、
かつ、床面積の合計が５㎡以内であるもの

３ 自動車車庫の用途に供し、軒の高さが
2.3ｍ以下であるもの

現 行

変更案

【A-1地区(隣接地区)】
建築物の外壁又はこれに代
わる柱の面から前面道路の
境界線までの距離は１ｍ以
上とし、隣地境界線までの
距離は0.6ｍ以上とする。
（ただし書きあり） ※【A-1地区(隣接地区)】に概ね同じ制限 25／35
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実施期間 令和6 年12 月12 日～令和7 年1 月14 日

回答対象者 都筑関耕地地区地区計画区域内の地権者等

回答対象者数 535人
※地権者数(578)から返戻された数(43)を除いた数

回答数（回収率） 275人（約51.4％）

有効回答数 265人

【調査概要】



６ 地区計画変更に関する地権者意向調査（12/12-1/14）の結果
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賛成 80人（約30.2％）

どちらかというと賛成 95人（約35.8％）

どちらでもよい 35人（約13.2％）

どちらかというと反対 34人（約12.8％）

反対 16人（約6.0％）

未記入 5人（約1.9％）

合計 265人（100％）

Q.この事業について、どう思いますか。

ご意見を踏まえ、事業の詳細を検討していきます。

約66％
約79％

【いただいた主なご意見】
・事業概要のコンセプトで推進を
お願いします。
・地域の皆さんがより良い活用できる
ようにコミュニケーションの場となって
ほしいです。 等
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Q.この事業について、どう思いますか。
～「反対」・「どちらかというと反対」の理由～

理由 本市の考え方

【省エネ住宅や地区全体への波及に関するもの】
・最高レベルの省エネ住宅は必要ないと思う。
・最先端の脱炭素の実現をあゆみが丘で実現する
意味がわからない。

・住宅建設を求めていない。
・省エネ住宅の立証実験が地域住民のためになる
とは思えない。

・該当地区だけの取り組みであり、あゆみが丘
全体の付加価値創出では無い

・省エネ住宅は魅力的ですが、あんな狭いところ
ではなく、広大な土地で試された方がよい。

・太陽光パネルの設置はやめて欲しい。
・最高レベルの省エネ住宅のコストは相対的に
高くなるはずなので、子育て世代の流入促進と
は相反するコンセプトと思われる。

・より多くの子育て世代を呼び込むため、戸建て
よりも世帯数の多い賃貸型テラスハウスの建設
を希望。 など

本市では、CO２排出量の割合が最も高い家庭
部門の排出量削減に向けて、「健康」「快適」
「経済性」を兼ね備えた「省エネ性能のより高
い住宅」の普及を促進しています。
本地区において、脱炭素化のモデルとなる街

区を創出し、住まい手から得られるデータなど
を活用した普及啓発等を行うことで、市内の省
エネ住宅の供給や既存住宅の省エネ化を進めて
いきます。また、広場や町内会館など、地域コ
ミュニティに資する土地利用を実現します。
これにより、低未利用となっている市有地の

活用を図りつつ、地域の価値向上や地域住民の
健康増進など、子育て世代の定住や流入促進に
もつながる多くのメリットを生み出していきま
す。
なお、ご意見を踏まえ、子育て世代の呼び込

みや循環を創出するため、賃貸型の省エネ住宅
の整備も検討していきます。



６ 地区計画変更に関する地権者意向調査（12/12-1/14）の結果

29／35

Q.この事業について、どう思いますか。
～「反対」・「どちらかというと反対」の理由～

理由 本市の考え方

【住宅以外の土地活用を希望するもの】
・近隣住民の利用を主とする公益的施設という
方針を今更変更して頂きたくない。

・公共用地として地権者から譲り受けた土地の
利用方法として、本来の趣旨から外れている。
人が集える屋外、屋内の施設を作るべき。

・この場所は老人ホームなどに向いている。
・住宅よりも高齢者向けの医療や公共機関を設置
してほしい。

・開放されているコミュニティ施設やカフェなど
くつろげるスペース。

・生活に役立つ小さなスーパー、食料品が購入で
きる場が必要と強く感じます。

・運動ができる施設や図書館等がよい。
・半分以上を公園又は緑のゾーンとしてほしい。

など

当該市有地については、平成12年に公益用地
として取得して以降、未利用の状態が続いてい
ます。平成30年には特別養護老人ホームの整備
を計画しましたが、地域の皆様からのご意見等
を踏まえ､計画を見直すこととしました。
令和４年には、本市の全ての部署に対し、当

該地での公共的利用の意向を確認しましたが、
利用の計画はなく、その後､民間事業者への市場
調査を行い､用途制限の緩和があった場合の戸建
住宅等による活用需要を確認しました。
これらの経過を踏まえ、脱炭素社会の実現に

向けたモデル街区の創出や、地域の交流の場を
創出する土地活用を検討してまいりました。
なお、高齢者向け施設や図書館等に関するご

意見については、今後のまちづくりを進める上
で参考とさせていただきます。
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Q.この事業について、どう思いますか。
～「反対」・「どちらかというと反対」の理由～

理由 本市の考え方

【住宅の販売方法等に関するもの】
・定期借地権の土地では、売りにくい。売れ残り
は、周りの地価を下げる可能性あり。
・最寄り駅からの距離がそれなりにあるこの場所
で、あえて定期借地権付き戸建てを購入する層の
想像がつかないため。 など

本事業は、脱炭素化のモデルとなる街区を創
出し、住まい手から得られるデータなどを活用
した普及啓発等を行うことで、市内の省エネ住
宅の供給や既存住宅の省エネ化を進めていくも
のです。本市が土地所有者として関与すること
で、本市の施策を着実に進めていきます。

【町内会館の建設に関するもの】
・町内会館の建設に反対です。
・年老いたら歩いて行きづらい所に建設する意味
があまりないと感じるため。
・町内会館は管理がコストとなり、十分な稼働が
期待できるのか不明。

町内会館は、町内会が整備し管理するものと
なりますので、建設の可否を行政で判断する立
場にありません。
一方で、町内会館は、地域活動の振興のため

の拠点や、共助による減災に向けた取組の拠点
となるため、横浜市で建設費の半分を補助する
など支援をしています。
特に、減災に向けた取組としては、災害のた

めの備蓄や発災時における緊急物資の保管・配
付するための拠点、情報の集約・発信するため
の拠点としての役割が期待されます。
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Q.この事業について、どう思いますか。
～「反対」・「どちらかというと反対」の理由～

理由 本市の考え方

【周囲の環境への影響や、新たな居住者のマナー等に関す
るもの】
・一般住宅と共用建物の仕切りを無くしての共用空間は、
住宅側からのクレームの原因になるのでは。

・懸念している工事中の騒音や、ゴミ問題、圧迫感等
本当に履行されるか疑問が残る。

・景観が心配。
・騒音。
・子育て世帯がいる場合、騒々しくなるのが嫌。 など

事業を進めるにあたっては、ゴミの集
積場所や住棟の配置を工夫するなど、周
囲の環境に配慮した計画とします。
また、新たな居住者には、地域のルー

ルやマナーを守った上で居住するよう、
しっかりと説明いたします
工事にあたっても、周囲への影響に十

分配慮しながら進めていきます。

【その他】
・具体的な事業案が示された時点で判断したい。
・現時点では具体的な事業内容が示されていないので、
具体的な内容が示された時点で判断したいから。

・事業に関する費用負担者、完成後の各種維持費の負担者、
その概算について説明がないので判断できない。

今後も事業の進捗に応じて、地域の皆
様に丁寧に説明していきます。



賛成 85人（約32.1％）

どちらかというと賛成 92人（約34.7％）

どちらでもよい 51人（約19.2％）

どちらかというと反対 23人（約8.7％）

反対 11人（約4.2％）

未記入 ３人（約1.1％）

合計 265人（100％）

６ 地区計画変更に関する地権者意向調査（12/12-1/14）の結果

Q.地区計画の変更案について、どう思いますか。

「賛成」「どちらかというと賛成」が約67％、「どちらでもよい」を含めると約86％の回答
を得たことから、地区計画の変更案に対し一定のご理解をいただいたと考えています。
このため、地区計画の変更案に修正は加えず、今後の手続を進めていきます。

約67％
約86％

32／35
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Q.地区計画の変更案について、どう思いますか。
～「反対」・「どちらかというと反対」の理由～

理由 本市の考え方

【事業の内容等に関するもの】
・省エネ住宅や地区全体への波及に関するもの。
・住宅以外の土地活用を希望するもの
・住宅の販売方法等に関するもの
・町内会館の建設に関するもの
・周囲の環境への影響や、新たな居住者の
マナー等に関するもの

スライド28～30のとおり

【地区計画に関するもの】
・A-1地区と同じでよい。
・前面道路までの距離が近すぎる。
・壁面の位置制限に関しては現行通り3ｍ以上、隣地境界
線までは１ｍ以上が良い。

・診療所が変更案で無くなっていた為。

今回の変更は、脱炭素のモデル街区
創出などのコンセプトを実現するため、
低層住宅地としての土地利用を想定し、
隣接地区であるＡ－１地区と概ね同じ
制限とすることとしました。



７ 今後のスケジュール

2024年度

地区計画変更に関する説明会(12/12・12/14)〔地権者の皆様〕

意向調査〔地権者の皆様〕実施(12/12-1/14)

地区計画変更に関する説明会〔地権者の皆様及び周辺住民の

皆様〕（本日）

2025年度
都市計画(地区計画変更)手続※〔地権者の皆様及び周辺住民の

皆様〕 、造成工事

2026年度
造成工事、省エネ住宅建設工事
町内会館建設工事（予定）

2027年度～ まちびらき（入居開始予定）

34／35

※【参考】都市計画(地区計画変更)手続の流れ
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■お問合せ先

事業に関すること
地区計画に関すること

建築局住宅政策課
TEL：６７１－２９２２

市有地に関すること
財政局ﾌｧｼﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進課
TEL：６７１－２２６９

意向調査に関すること
都筑区区政推進課
TEL：９４８－２２２５

35／35



名 称 都筑関耕地地区地区計画 

位 置 横浜市都筑区あゆみが丘及び牛久保町地内 

面 積 約 10.8ha 

区
域
の
整
備
・開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

地 区 計

画 の 目

標 

本地区は、横浜市の北部、東急田園都市線あざみ野駅の東約 1.2km に位置し、国道 246 号線、都市

計画道路日吉・元石川線の２本の広域幹線道路の交点に位置している。また、港北ニュータウンの東京方

面からの玄関口となっており、周辺の環境と調和した多様な土地利用を図るべき地区である。 

本地区においては、土地区画整理事業により、良好な市街地形成のための道路、公園等の都市基盤

施設の整備を行う。 

本地区計画は、土地区画整理事業によって整備された道路、公園等都市基盤施設の機能の維持・保

全を図り、適正な土地利用と建築物の整備を誘導し、良好な環境の市街地を形成し、その保全を図ること

を目標とする。 

土 地 利

用 の 方

針 

地区計画の目標の実現を図るため地区を８区分し、それぞれの方針により土地利用を誘導する。 

Ａ－１地区 

戸建住宅を主体とした住宅地の形成を図る。 

Ａ－２地区 

戸建住宅や共同住宅等の多様な形式の低層住宅からなる住宅地の形成を図る。 

Ａ－３地区 

戸建住宅や共同住宅等の多様な形式の住宅の立地を図るとともに、地区内幹線道路に沿って、店舗

や店舗併用住宅等の地区内居住者のための生活利便施設の立地を図り、賑わいのある街並みを形成

する。 

Ｂ－１地区 

周辺住宅地の環境に配慮しながら、中高層住宅を主体とした住宅地の形成を図る。 

Ｂ－２地区 

中高層住宅を主体とした住宅地の形成を図るとともに、周辺地域、地区内居住者の生活利便の向上

のための店舗等の立地を図り、賑わいのある街並みを形成する。 

Ｂ－３地区 

主に沿道立地型の商業・業務施設等を誘導するとともに、上層階においては共同住宅等の建設も誘

導し、賑わいの創出と土地の効率的利用を図る。 

Ｂ－４地区 

本地区周辺のニーズに対応した業務施設等やスポーツ・レクリエーション施設などの立地を図る。 

C 地区 

周辺住宅地の環境に配慮しながら、近隣住民の利用を主とする公益的施設の立地を図る。 

脱炭素社会の実現に向けて、脱炭素化のモデルとなる先導的な低層住宅地の形成及び地区内のコ

ミュニティ形成に寄与する施設の立地を図る。 
地 区 施

設の整備

の方針 

地区中央に国道 246 号線及び都市計画道路日吉・元石川線に接続する地区内幹線道路を新設する。 

建 築 物

等 の 整

備 の 方

針 

地区計画の目標の実現を図るため、それぞれ土地利用の方針の定めるところにより、建築物の用途の

制限、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の形態又は意匠の制限及び垣又

はさくの構造の制限について定める。 

なお、商業業務及び公益的施設等にあっては適正規模の駐車場を、また、共同住宅等にあっては住戸

数に見合う駐車場を設けることとする。 



 緑 化 の

方針 

良好な環境を形成するため、建築物の敷地及び公園等の積極的な緑化に努めるものとする。 

地
区
整
備
計
画 

地区施設の配置

及び規模 

道路（地区内幹線道路） 幅員 11m、延長約 430m 

地 区 の

区分 

区分の

名称 

A－1 地区 A－2 地区 A－3 地区 

区分の

面積 

約 3.5ha 約 1.4ha 約 0.9ha 

建 築 物

等 に 関

す る 事

項 

建築物

の用途

の制限 

次の各号に掲げる建築物以

外の建築物は、建築してはなら

ない。 

１ 住宅 

２ 共同住宅 

３ 学校、図書館その他これら

に類するもの 

４ 巡査派出所、公衆電話所そ

の他これらに類する公益上必

要な建築物 

５ 前各号の建築物に附属する

もの 

次の各号に掲げる建築物以

外の建築物は、建築してはなら

ない。 

１ 住宅 

２ 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

３ 学校、図書館その他これら

に類するもの 

４ 診療所 

５ 巡査派出所、公衆電話所そ

の他これらに類する公益上必

要な建築物 

６ 前各号の建築物に附属する

もの 

次の各号に掲げる建築物以

外の建築物は、建築してはなら

ない。 

１ 住宅 

２ 住宅で事務所、店舗その他

これらに類する用途を兼ねる

もの 

３ 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

４ 学校、図書館その他これら

に類するもの 

５ 診療所 

６ 巡査派出所、公衆電話所そ

の他これらに類する公益上必

要な建築物 

７ 店舗、飲食店その他これら

に類する用途に供するもの 

８ 前各号の建築物に附属する

もの 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

建築物の敷地面積は、150㎡

以上かつ住戸数に 65 ㎡を乗じ

た面積以上とする。 

建築物の敷地面積は、150 ㎡以上かつ住戸数に 45 ㎡を乗じ

た面積以上とする。 

ただし、次のいずれかに該当する土地については、この限りでない。 

１ 公衆便所、巡査派出所その他これらに類する公益上必要な建築物の敷地として使用する土地 

２ 図書館、管理事務所その他これらに類する居住者の共同の利便に供する建築物の敷地として

使用する土地 

３ 建築物の敷地面積の最低限度が定められた際、現に建築物の敷地として使用されている土地

で、当該地区の規定に適合しないものについて、その全部を一の敷地として使用するもの 

４ 土地区画整理法の規定による換地処分又は仮換地の指定を受けた土地で、当該地区の規定

に適合しないものについて、所有権その他の権利に基づいてその全部を一の敷地として使用

するもの 

壁面の

位置の

制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から前面道路の境界線までの距離は１ｍ以上とし、隣

地境界線までの距離は 0.6ｍ以上とする。 

ただし、この距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が次のいずれかに該

当するものについては、この限りでない。 



１ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下であるもの 

２ 物置その他これに類する用途（自動車車庫を除く。）に供し、軒の高さが 2.3ｍ以下で、かつ、

床面積の合計が５㎡以内であるもの 

３ 自動車車庫の用途に供し、軒の高さが 2.3ｍ以下であるもの 

建築物

等の形

態又は

意匠の

制限 

１ 建築物の屋根、外壁及び屋外広告物は、刺激的な色彩又は装飾を用いないものとする。 

２ 建築物及び屋外広告物等の意匠は、周辺の環境に配慮したものとする。 

垣又は

さ く の

構造の

制限 

道路に面する垣又はさくの構造は、生け垣、フェンスその他これらに類する開放性のあるものと

する。ただし、門柱その他これに類するものを除く。 

地 区 の

区分 

区分の

名称 

B－1 地区 B－2 地区 B－3 地区 

区分の

面積 

約 0.8ha 約 1.0ha 約 1.4ha 

建 築 物

等 に 関

す る 事

項 

建築物

の用途

の制限 

次の各号に掲げる建築物以

外の建築物は、建築してはなら

ない。 

１ 住宅 

２ 住宅で、事務所、店舗その

他これらに類する用途を兼ね

るもの 

３ 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

４ 学校、図書館その他これら

に類するもの 

５ 診療所 

６ 巡査派出所、公衆電話所そ

の他これらに類する公益上必

要な建築物 

７ 店舗、飲食店その他これら

に類する用途に供するもの

で、その用途に供する部分の

床面積の合計が 3,000 ㎡以

内のもの 

８ 事務所 

９ 自動車車庫で、床面積の合

計が 300 ㎡以内のもの（３階

以上の部分をその用途に供

するものを除く。） 

10 前各号の建築物に附属す

次の各号に掲げる建築物以

外の建築物は、建築してはなら

ない。 

１ 住宅 

２ 住宅で、事務所、店舗その

他これらに類する用途を兼ね

るもの 

３ 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

４ 学校、図書館その他これら

に類するもの 

５ 診療所 

６ 巡査派出所、公衆電話所そ

の他これらに類する公益上必

要な建築物 

７ 店舗、飲食店その他これら

に類する用途に供するもの 

８ 事務所 

９ 自動車車庫で、床面積の合

計が 300 ㎡以内のもの（３階

以上の部分をその用途に供

するものを除く。） 

10 前各号の建築物に附属す

るもの 

次 の 各 号 に 掲 げ る 建 築 物

は、建築してはならない。 

１ ホテル又は旅館 

２ 自動車教習所 

３ 畜舎 

４ マージャン屋、ぱちんこ屋、

射的場その他これらに類する

用途に供するもの 

５ 地階又は１階の部分を住居

の用に供するもの（地階又は

１階を住居の用に供する部分

が、廊下又は広間の類、階

段、エレベーターその他これ

らに類するもののみであるも

のを除く。） 



るもの 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

建築物の敷地面積は、250 ㎡以上かつ住戸数に 60 ㎡を乗じた面積以上とする。 

ただし、次のいずれかに該当する土地については、この限りでない。 

１ 公衆便所、巡査派出所その他これらに類する公益上必要な建築物の敷地として使用する土地 

２ 図書館、管理事務所その他これらに類する居住者の共同の利便に供する建築物の敷地として

使用する土地 

３ 建築物の敷地面積の最低限度が定められた際、現に建築物の敷地として使用されている土地

で、当該地区の規定に適合しないものについて、その全部を一の敷地として使用するもの 

４ 土地区画整理法の規定による換地処分又は仮換地の指定を受けた土地で、当該地区の規定

に適合しないものについて、所有権その他の権利に基づいてその全部を一の敷地として使用

するもの 

壁面の

位置の

制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から前面道路の境界線までの距離は２ｍ以上とし、隣

地境界線までの距離は１ｍ以上とする。 

ただし、この距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が次のいずれかに該

当するものについては、この限りでない。 

１ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下であるもの 

２ 物置その他これに類する用途（自動車車庫を除く。）に供し、軒の高さが 2.3ｍ以下で、かつ、

床面積の合計が５㎡以内であるもの 

３ 自動車車庫の用途に供し、軒の高さが 2.3ｍ以下であるもの 

建築物

等の形

態又は

意匠の

制限 

１ 建築物の屋根、外壁及び屋外広告物は、刺激的な色彩又は装飾を用いないものとする。 

２ 建築物及び屋外広告物等の意匠は、周辺の環境に配慮したものとする。 

垣又は

さ く の

構造の

制限 

道路に面する垣又はさくの構造は、生け垣、フェンスその他これらに類する開放性のあるものと

する。ただし、門柱その他これに類するものを除く。 

地 区 の

区分 

区分の

名称 

B－4 地区 C 地区 

区分の

面積 

約 1.1ha 約 0.7ha 

建 築 物

等 に 関

す る 事

項 

建築物

の用途

の制限 

次の各号に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

１ 住宅（管理人住宅を除く。） 

２ 共同住宅、寄宿舎又は下宿（管理人住宅を

除く。） 

３ ホテル又は旅館 

４ 自動車教習所 

５ 畜舎 

６ マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投

次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、

建築してはならない。 

１ 住宅（住戸の数が３以上の長屋を除く） 

２ 共同住宅（住戸の数が３以上のものを除く）、

寄宿舎又は下宿 

１３ 学校、図書館その他これらに類するもの 

２ 老人ホーム、保育所、身体障害者福祉ホーム

その他 これらに類するもの 

３ 診療所 



票券発売所、場外車券売場その他これらに

類する用途に供するもの 

４ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類

する公益上必要な建築物 

５ 前各号の建築物に附属するもの 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

建築物の敷地面積は、250 ㎡以上とする。 

ただし、次のいずれかに該当する土地につい

ては、この限りでない。 

１ 公衆便所、巡査派出所その他これらに類す

る公益上必要な建築物の敷地として使用する

土地 

２ 図書館、管理事務所その他これらに類する

居住者の共同の利便に供する建築物の敷地

として使用する土地 

３ 建築物の敷地面積の最低限度が定められた

際、現に建築物の敷地として使用されている

土地で、当該地区の規定に適合しないものに

ついて、その全部を一の敷地として使用する

もの 

４ 土地区画整理法の規定による換地処分又は

仮換地の指定を受けた土地で、当該地区の

規定に適合しないものについて、所有権その

他の権利に基づいてその全部を一の敷地とし

て使用するもの 

建築物の敷地面積は、6,000150 ㎡以上とす

る。 

ただし、次のいずれかに該当する土地につい

ては、この限りでない。 

１ 公衆便所、巡査派出所その他これらに類す

る公益上必要な建築物の敷地として使用する

土地 

２ 図書館、管理事務所その他これらに類する

居住者の共同の利便に供する建築物の敷地

として使用する土地 

壁面の

位置の

制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から

前面道路の境界線までの距離は２ｍ以上とし、

隣地境界線までの距離は１ｍ以上とする。 

ただし、この距離の限度に満たない距離にあ

る建築物又は建築物の部分が次のいずれかに

該当するものについては、この限りでない。 

１ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの

合計が３ｍ以下であるもの 

２ 物置その他これに類する用途（自動車車庫

を除く。）に供し、軒の高さが２．３ｍ以下で、

かつ、床面積の合計が５㎡以内であるもの 

３ 自動車車庫の用途に供し、軒の高さが 2.3ｍ

以下であるもの 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から

前面道路の境界線までの距離は３１ｍ以上とし、

隣地境界線までの距離は１0.6ｍ以上とする。 

ただし、この距離の限度に満たない距離にあ

る建築物又は建築物の部分が次のいずれかに

該当するものについては、この限りでない。 

１ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの

合計が３ｍ以下であるもの 

２ 物置その他これに類する用途（自動車車庫

を除く。）に供し、軒の高さが２．３ｍ以下で、

かつ、床面積の合計が５㎡以内であるもの 

３ 自動車車庫の用途に供し、軒の高さが 2.3ｍ

以下であるもの 

建築物

等の形

態又は

意匠の

制限 

１ 建築物の屋根、外壁及び屋外広告物は、刺激的な色彩又は装飾を用いないものとする。 

２ 建築物及び屋外広告物等の意匠は、周辺の環境に配慮したものとする。 



  垣又は

さ く の

構造の

制限 

道路に面する垣又はさくの構造は、生け垣、フェンスその他これらに類する開放性のあるものと

する。ただし、門柱その他これに類するものを除く。 

 


